
簡単・便利

ダイレクト納付
手続マニュアル

事前に税務署に届出をしておけば、e-Taxを利用して電子申告・徴収高計算書データの送信又は納付情報

登録依頼をした後に、簡単な操作で、届出をした預貯金口座からの振替により、即時又は指定した期日に

納付することができる便利な電子納税の納付手段です

簡単！○インターネットを利用できるパソコンがあれば、利用可能です！

○インターネットバンキングの契約が不要です！

○利用者識別番号（ＩＤ）と暗証番号（ＰＷ）のみで納付手続が行えます！

⇒ 電子証明書の添付やＩＣカードリーダライタは不要です

（マイナンバーカードをお持ちでない方もご利用できます）

○金融機関や税務署の窓口に出向く必要がありません！

⇒ 源泉所得税を毎月納付している方に便利です

（徴収高計算書の作成・提出から納付までの手続を１度に行えます）

○即時又は納付日を指定して納付することができます！

⇒ 資金繰りの調整等にご活用いただけます

ダイレクト納付の一連の手続

このマニュアルは、e-Taxホームページ（www.e-tax.nta.go.jp）からe-Taxソフト(WEB版)にログインす

る方法で源泉所得税の徴収高計算書データを送信する方法と、ダイレクト納付により国税を納付する方法

をご紹介するものです。なお、ダイレクト納付は、スマートフォンなどからも利用できます。

ダイレクト納付とは・・

便利！
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②ダイレクト納付利用届出書の提出  ２ 
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③ e-Tax で申告書等を作成・送信  

・源泉所得税の徴収高計算書データの送信方法を掲載しています！  

・税理士による代理送信も可能です！  
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④メッセージボックスに格納された受信通知を確認  ９～10 

⑤今すぐ納付するか納付日を指定して納付するかを選択し、口座引落し  11 

⑥メッセージボックスに格納された受信通知により、引落しが完了したことを
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手順１

ダイレクト納付利用開始時期の確認

ダイレクト納付利用届出書の作成・提出

ご利用される預貯金口座によりダイレクト納付ができ
ることを確認

e-Taxの利用開始手続、納税用確認番号及び納税用カナ
氏名・名称の登録

ダイレクト納付は、届出書の提出から約１か月後に、メッセージボックスに「ダイレクト
納付口座の手続完了に関するお知らせ」が格納された日以降に送信する申告書データ等にお
いて利用が可能となりますので、メッセージボックスをご確認ください。

ダイレクト納付利用届出書（書面）を作成し、所轄の税務署へ提出してください。
届出書の様式や記載方法、所轄の税務署の確認は、国税庁ホームページをご覧ください。

ダイレクト納付の利用が可能な金融機関及び預貯金口座の種類は、国税庁ホームページ
（www.nta.go.jp）に掲載しておりますので、ご確認ください。

メッセージボックスを活用しやすくするために、メールアドレスの登録をお勧めします。
なお、利用開始手続等の詳細は、e-Taxホームページ（www.e-tax.nta.go.jp）をご覧くださ

い。
また、既に利用開始手続がお済みの方は二重に手続することのないようご注意ください。

e-Taxホームページ＞サイトマップ＞e-Taxの開始（変更等）届出書作成・提出コーナー

国税庁ホームページ ホーム＞申告・納税手続＞税務手続の案内＞納税証明書及び納税
手続関係＞ダイレクト納付の手続

国税庁ホームページ ホーム＞申告・納税手続＞税務手続の案内＞納税証明書及び納税
手続関係＞ダイレクト納付の手続

≪利用開始手続≫

手順２

手順３

手順４

○ ダイレクト納付の利用開始手続を行った後、メッセージボックスに「届出された金融機関の預貯金

口座は利用できないことからダイレクト納付が行えません。」というメッセージが届いた！

ご提出いただいたダイレクト納付利用届出書に記載された金融機関が、ダイレクト納付に対応していない場合に
表示されるメッセージです。

○ 振替納税を利用しているが、ダイレクト納付も利用したい！

振替納税を利用されている方でも、ダイレクト納付の利用は可能です。
なお、「ダイレクト納付利用届出書」を提出された場合でも、振替納税による自動振替はされますので、特に、

所得税や消費税の中間申告額をダイレクト納付により納付される場合は、あらかじめ、税務署へご連絡ください。

○ ダイレクト納付の引落口座を変更したい！

届出されている金融機関は変更せず、引落口座のみを変更する場合は、税務署に「ダイレクト納付変更届出
書」を提出してください。
届出されている金融機関を変更する場合は、届出されている金融機関に対する「ダイレクト納付解約届出書」

と、変更後の金融機関に対する「ダイレクト納付利用届出書」を併せて、税務署に提出してください。
なお、変更には、約１か月程度かかる場合があります（その他、詳しくは国税庁ホームページをご覧ください。）。

２

こんなときは・・（利用開始手続の場合）



≪徴収高計算書データの送信手続≫

手順１ e-Taxソフト(WEB版)へログイン
国税庁e-Taxホームページで、
「e-Taxソフト(WEB版)(ログイン)」
をクリックします。

メインメニューで、
「ログイン」をクリックします。

「利用者識別番号」と
「暗証番号」を入力し、
「ログイン」をクリックします。

３



手順２
(初回のみ)

利用者情報の登録
徴収高計算書データを初めてe-Taxで送信する場合、利用者情報の登録が必要

になります。
１度登録すると、次回からの登録は不要となります。

メインメニューで、
「利用者情報の登録・確認・変更」
をクリックし、
次画面で、
「操作に進む」をクリックします。

「法人名称等の入力」画面で、
必要事項を入力し、
「次へ」をクリックします。

「代表者情報の入力」画面で、
必要事項を入力し、
次画面で、
入力内容を確認の上、
「登録」をクリックします。

４



手順３－１ 徴収高計算書データの作成①

メインメニューで、
「申告・申請・納税」
をクリックすると表示される
画面で、
新規作成の「操作に進む」を
クリックします。

作成する計算書を選択します。

５



提出先の税務署を選択し、
「次へ」をクリックします。

「納期等の区分」を入力し、「作成区分」を選択の上、「次へ」をクリックします。

手順３－２ 徴収高計算書データの作成②

６



「区分」欄で
該当する計算書を選択し、

「支払年月日」
「人員」
「支給額」
「税額」等

を入力の上、
「次へ」をクリックします。

入力した内容の確認をします。
なお、入力内容の確認には、
「印刷」ボタンを
ご活用いただくこともできます。
確認の結果、
入力内容に誤りがない場合は、
「次へ」をクリックしてください。

手順３－３ 徴収高計算書データの作成③

７



手順４ 徴収高計算書データの送信

入力した内容を再度確認し、「送信」をクリックします。

確認メッセージが表示されますので「はい」をクリックします。

これで徴収高計算書データの送信は終了です。
これにより、メッセージボックスに受信通知が格納されます。
受信通知は、次ページの画面か、５ページの画面のメインメ
ニュー、「送信結果・お知らせ」からご確認ください。

８



≪納付手続≫

手順１ e-Taxへログイン

受信通知を確認するために、国税庁e-Taxホームページの、
｢メッセージボックスの確認（受付システムへのログイン）｣をクリックします。

「利用者識別番号」と
「暗証番号」を入力し、
「ログイン」をクリックします。

９



手順２ メッセージボックスの確認

メインメニューで、メッセージボックス一覧の「確認画面」をクリックします。

税理士による代理送信をされている方で、どの受信通知を選べばよいか
分からないときは、税理士へご確認ください。

１０

ダイレクト納付を行う「手続き名」をクリックします。

受信通知



手順３ ダイレクト納付の指示

すぐに引落しを行う場合は「今すぐに納付される方」を、
後日に引落しを行う場合は「納付日を指定される方」をクリックします。

納付内容を確認した上、
「はい」をクリックすることで、
届出した預貯金口座から国税を
引落しします。

納付内容を確認した上、
「納付日」に引落日を入力し、
「はい」をクリックすることで、
指定した日に、届出した預貯金口座から国税を
引落しします。

１１

ご注意ください！
ご利用される金融機関によって、
引落しの時間が異なりますので、
引落日の前日までに、預貯金口座
の残高を確認してください。

！



手順４ 納付手続の確認

再度メッセージボックスを開き、
「ダイレクト納付完了通知」をクリックし、納付手続結果（引落し結果）を確認します。

ご注意ください！
残高不足などにより納付手続ができていない場合、メッセー

ジボックスにその内容が表示されますので、「ダイレクト納付
完了通知」の内容を必ずご確認ください。！

これで納付手続は
終了です。

１２



○ 納付日の指定をしたが、納付日を変更したい！

メッセージボックスで、変更を希望するダイレクト納付の受信通知を開いていただき、「納付期日の取消し」をク
リックすることで、ダイレクト納付の指示が取り消されますので、改めてダイレクト納付の手続を行ってください。

○ ダイレクト納付手続を行った後、メッセージボックスに「残高不足のため、届出された預貯金口

座からの引き落としができませんでした。」というメッセージが届いた！

届出された預貯金口座の残高を確認の上、再度、手続してください（手順３の通知から、再度のダイレクト納
付手続が可能です。）。

○ 税務署に社名変更の届出をしたのに、ダイレクト納付完了通知の社名が変わっていない！

ダイレクト納付完了通知に表示される社名は、ご自身でe-Taxに登録した「納税用カナ氏名・名称」が表示され
ますので、自動的には変更になりません。登録内容を変更すれば、次回からは変更後の名称が表示されます。
なお、名称の変更方法はe-Taxホームページ（www.e-tax.nta.go.jp）をご参照ください（個人の方も同様です。）。

○ ダイレクト納付手続を行った後、メッセージボックスに「納付金額が、届出された金融機関の利

用可能額を超えていることから、ダイレクト納付が利用できません。」というメッセージが届いた！

ダイレクト納付で引落し指示をかけた金額が、届出された金融機関のダイレクト納付に対応していない場合に
表示されます。各金融機関の利用可能額（桁数）は、国税庁ホームページをご覧いただくか、各金融機関にお
問合せください。
なお、e-Taxの「納付情報登録依頼」機能を利用し、複数回ダイレクト納付を行うことで、各金融機関の利用可

能額を超える納付を行うことも可能です。

利用開始の手続、利用可能時間、パソコンの推奨環境、e-Taxソフトの操作方法、よくある質問
（Ｑ＆Ａ）に関する最新の情報についてe-Taxホームページで詳しくお知らせしておりますのでご覧
ください。

e-Taxソフト・確定申告書等作成コーナーの事前準備、送信方法、エラー解消などに関するご質問
は「e-Tax・作成コーナーヘルプデスク」（TEL.0570-01-5901）へお問合せください。
ヘルプデスクの受付時間は、月曜日～金曜日９時～17時（祝日等及び12月29日～１月３日を除き

ます。）です。

e-Taxホームページ
www.e-tax.nta.go.jp イータックスイータックス 検索

電子納税は、e-Taxの利用可能時間内、かつ、ご利用の金融機関のシステムが稼働している時間内
でご利用ができます。e-Taxの利用可能時間については、メンテナンス作業等により変更する場合や、
時期により延長する場合がありますので、事前にe-Taxホームページでご確認ください。

電子納税の利用可能時間

ダイレクト納付のほか、ペイジーに対応した金融機関を利用すれば、インターネットバンキングや
モバイルバンキング等を利用して電子納税ができます。
インターネットバンキング等による電子納税が利用可能な金融機関（インターネットバンキング等

の利用の可否）については、Webサイト「ペイジー（www.pay-easy.jp）」でご確認ください。
詳しくは、国税庁ホームページをご覧ください。

（注）電子納税を利用する場合も、事前にe-Taxの開始手続が必要となります。

その他の電子納税（インターネットバンキング等）

１３

こんなときは・・（納付手続の場合）



１４

　※個人の方は個人番号の記載は不要です。

１　指定預貯金口座

　

-

２　振替日時：納付情報送付日時

３　利用開始日：ダイレクト方式電子納税（ダイレクト納付）登録完了通知の受信日以降

（口座識別番号）

（認証番号）

受 付 印 印 鑑 照 合 検 印

入 力 訂 正 入 力 送 付 登 録

金融機関番号

整理番号

預金種別 １　普通　２　当座　３　納税準備 口座番号
（ゆう ちょ銀行以外）

ゆうちょ銀行 記号番号

氏　　名
法人名及び
代表者氏名

指定金融機関

税務署長　あて

住　　所
（所在地）

平成 年 月 日提出

国税ダイレクト方式電子納税依頼書
兼国税ダイレクト方式電子納税届出書

氏名（法人名及び代表者氏名）

私（当社）は、国税について、電子納税（ダイレクト方式）を利用することとしたいので届け出ます。
なお、税理士から申告書等を代理送信した場合には、税理士が私（当社）に代わって電子納税（ダイレクト方式）手続の実行をできるよう、あわ
せて届け出ます。

取扱金融機関 御中

私（当社）は、国税の納付を電子納税（ダイレクト方式）により納付することとしたいので、下記約定を確約の上、依頼します。

（〒 - ） 電話 （ ）

（申告納税地）

（フリガナ）

銀 行・信用金庫
労働金庫・農 協
信用組合・漁 協

本 店・支 店
本 所・支 所

出張所

（金融機関お届け印）

印

約 定

一 国税庁の電子情報処理組織を使用して私（当社）名義の国税の

納付に必要な情報（以下「納付情報」という。） が送付されたとき

は、私（当社）に通知することなく納付情報に記録された金額を指

定預貯金口座から引き落としの上、納付してください。この場合、

当該納付に係る領収証書は省略されて差し支えありません。

二 前項の指定預貯金口座からの引き落としに当たっては当座勘定

規定又は預貯金規定にかかわらず、私が行うべき小切手の振出

又は預貯金通帳及び預貯金払戻請求書の提出などいたしません。

三 指定預貯金残高が振替日時において納付情報に記録された金

額に満たないときは、私（当社）に通知することなく納付情報を返戻

されても差し支えありません。

四 この契約は、貴店（組合）が相当の事由により必要と認めた場合

には私（当社）に通知されることなく解除されても異議はありません。

五 この契約を解除する場合には、私（当社）から税務署を経由して

指定した金融機関に書面をもって届け出ます。

六 この取扱いについて、仮に紛議が生じても、貴店（組合）の責に

よるものを除き、貴店（組合）には迷惑をかけません。

（不備事由）
１ 金融機関番号エラー ４ 口座情報不完全
２ 整理番号等未登録 ５ その他
３ 重複入力

税
務
署
整
理
欄

金
融
機
関
整
理
欄

（不備返却事由）
A 印鑑相違 Ｆ 住所相違
B 印鑑不鮮明 G 支店名相違
C 口座番号相違 H その他
D 口座該当なし
Ｅ 名義人相違
（備考）

印影が不鮮明な場合には、
こちらにも押印してください。

法人番号


